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島根県中山間地域活性化計画の経過について 

 

１． 概要 

地域住民の生活や国土保全、環境保全機能など多面的かつ重要な機能を担っ

ている中山間地域の活性化を図り、豊かで住みよい中山間地域を形成するため、  

平成１１年３月に、議員提案による「島根県中山間地域活性化基本条例」が、全

国に先駆けて制定された。 

県は、同条例第４条の規定に基づき、平成１３年２月に｢島根県中山間地域活

性化計画｣を策定し、施策の展開方向を明確にするとともに、継続して中山間地

域対策に取り組んでいる。 

 

２．計画の経過等 

期間等 事  項 

- 

平成11年３月 「島根県中山間地域活性化基本条例」を制定 
 
・中山間地域の指定、公益的機能の理解及び維持増進、県・市町 

村の責務、中山間地域の支援等について規定 
 
 

- 

平成11年度～

平成13年度 

中山間地域集落維持・活性化緊急対策事業を実施(集落百万円事業) 

 
・住民自らの話し合いに基づき「活性化プラン」を策定し、集落の 

維持・活性化に向けて自主的に取り組む集落を支援 
 
・対象集落数：1,374（集落要件：高齢化率 35％以上） 
 
 

第 

１ 

期 

平成13年２月 「島根県中山間地域活性化計画」を策定   （H13～16 年度) 

平成14年度～

平成15年度 

「中山間地域元気な集落づくり事業」を実施 

 
・集落の維持・活性化に向けた「元気な集落づくり計画」を策定し、

集落等が行う取組を支援するため、「中山間地域集落活性化基金」
を設置する市町村（31 市町村）を支援  

 
 

令 和 ５ 年 １ ０ 月 ３ 日 

中山間地域・離島振興特別委員会資料 

地域振興部中山間地域・離島振興課 
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期間等 事  項 

延 

長 

平成17年３月 「島根県中山間地域活性化計画」を策定   (H17～19 年度) 
 
・今後、重点的に取り組む主要なテーマを「地域資源を活用した産

業の振興」と「新たなコミュニティの形成」とし、計画期間を平
成 19 年度まで延長 

 
 

平成17年度～ 

平成20年度 

「中山間地域リーディング事業」を実施 
 
・県が地域や市町村と一体となって地域課題の解決を図るため、主

体的・先導的な取組を実施する市町村をリーディング地域として
指定（6市町）し、各部局連携のもと総合的な支援を実施 

 
 

第 

２ 

期 

平成20年３月 第２期「島根県中山間地域活性化計画」を策定 (H20～23 年度) 

 
・地域住民や NPO 法人、集落営農組織等の多様な主体の参画による、

集落を超えた新たな地域運営の仕組みづくりに積極的に取り組む
市町村を重点的に支援 

 
・喫緊の課題解決に向けた４つのテーマ（「持続可能な地域社会の 

仕組みづくり」、「地域に活力を生む産業の振興」、「日常生活を支
える諸機能の維持」、「農林地等の地域資源の維持・保全」）を定め、
重点的に取り組む 

 
 

平成20年度～ 

平成22年度 

「中山間地域コミュニティ再生重点プロジェクト事業」を実施 
 
・個々の集落ごとの地域運営が困難になりつつある状況を踏まえ、

集落を超えた範囲での、地域マネージャーの配置等による「新た
な地域運営の仕組みづくり」のモデル事業として実施（5 市町 10
地区） 

 
 

第 

３ 

期 

平成24年３月 第３期「島根県中山間地域活性化計画」を策定  (H24～27 年度) 

 
・個々の集落では、地域運営が厳しくなっている状況等を踏まえ、

新たに公民館等の範囲を地域運営の基本単位に設定し、地域運営
の仕組みづくりに取り組む 

 
・多岐にわたる中山間地域の課題に対応するため、県庁内の各部局

で構成する中山間地域対策プロジェクトチームを設置し、現場支
援を実施（14 市町村 20 地区） 
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期間等 事  項 

第 

４ 

期 

平成28年５月 第４期「島根県中山間地域活性化計画」を策定 (H28～31 年度) 
 
・公民館エリア（旧小学校区）を基本とし、住民同士の話し合いを

通じて地域運営(「生活機能」「生活交通」「地域産業」)の仕組み
づくりに取り組んでいくことを、中山間地域における「小さな拠
点づくり」と呼び、その取組を総合的に推進 

 
・第３期計画において、現場支援地区を中心に支援した公民館単位

の取組成果の全県展開を推進 
 
 

第 

５ 

期 

令和２年３月 第５期「島根県中山間地域活性化計画」を策定  (R2～6 年度) 
 
・公民館エリアを基本単位としつつ、複数エリアが機能の分担や、

機能を集約するなど、より広い範囲での取組を支援 
 
・「生活機能（生活交通を含む）の確保｣に重点を置いた｢小さな拠点

づくり｣を推進するとともに、中山間地域の産業振興による雇用の
確保と所得の向上に取り組む。 

 
・生活機能の確保が急務な複数の公民館エリアの連携による「モデ

ル地区（4 地区）」を選定し、重点的に支援 
 
 

令和５年１月 

 

｢小さな拠点づくり｣の今後の方向性について、県議会に報告 
 

・これまでの住民主体の取組については、継続しつつ、生活機能の
確保に直結する取組について、行政が、より関与しながら、旧市
町村単位の生活機能を維持・確保し、周辺の地域も、この機能を
利用するための対策を検討し、実施していく。 

 
 

令和５年４月 ガソリンスタンド存続のための改修費支援制度の創設 

 
・住民生活に欠かせない燃料供給機能の確保のため、市町村が支援

する中山間地域に設置されたガソリンスタンドの改修経費等への
補助制度を創設 
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島根県過疎地域持続的発展計画の進捗状況について 

 

 

 

１．概要  

令和３年４月１日より施行された過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法

第９条の規定により、島根県過疎地域持続的発展方針に基づき、過疎地域の持続的発展

を図るため、島根県過疎地域持続的発展計画（以下、「県計画」）を定めている。 

 

２．県計画の内容等 

（１）期間 

  ・前期計画：令和３年度～令和７年度（５年間） 

 ・後期計画：令和８年度～令和１２年度（５年間） 

 （２）目標 

次の項目ごとに、合計 65 の目標を設定。 

①持続的発展の基本方針  

②人材の育成、移住・定住、地域間交流の促進 

③産業の振興 

④地域における情報化 

⑤交通施設の整備、交通手段の確保 

⑥生活環境の整備 

⑦結婚・子育て環境の確保、高齢者等の保健、福祉の向上及び増進 

⑧医療の確保 

⑨教育の振興 

⑩集落の維持、活性化 

⑪地域文化・スポーツの振興等 

⑫再生可能エネルギーの導入促進 

⑬その他地域の持続的発展に関し必要な事項 

⑭過疎地域市町村相互間の連絡調整、人的及び技術的援助その他必要な援助 

 

 

令 和 ５ 年 １ ０ 月 ３ 日 

中山間地域・離島振興特別委員会資料 

地域振興部中山間地域・離島振興課 
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R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

△ 1.4 △ 2.8 △ 4.2 △ 5.6 △ 7.0

△ 1.9 △ 3.7

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

30 35 35 35 35

35 35

200 200 200 200 200

230 184

8 12 16 20 24

9 12

100 110 120 130 140

71 50

78.00 80.00 84.00 84.00 84.00

78.50 78.90

30.00 30.00 31.00 31.00 31.00

30.90 30.20

200 200 200 200 200

153 204

200 230 250 265 265

223 348

2,478 2,548 2,618 2,688 2,758

2,001 2,010

1,570 1,595 1,620 1,645 1,670

1,316 1,403

10 30 50 70 90

16 64

210 315 420 525 630

161 220

- 10 20 25 25

- 2

（３）各項目における目標達成の状況

①持続的発展の基本方針

NO. 指標名
計画策定時
の実績値

目標達成状況 （上段は目標値、下段は実績値）

1 過疎地域における人口増減率

'△7.7
※R2-R7の
人口増減率

（推計）

％
以下

累計値

単位
計上
分類

②人材の育成、移住・定住、地域間交流の促進

2
高校魅力化コンソーシアムに参画し
ている高校数

28 校 累計値

計上
分類

NO. 指標名
計画策定時
の実績値

目標達成状況 （上段は目標値、下段は実績値）
単位

3 県立高校への県外からの入学者数 人 単年度値

4
子どもたちが様々な世代とつながり
ながら、主体的に地域活動を行う仕
組みをもった団体の数

4 団体 累計値

6 高校卒業時の県内就職率 78.30 ％

単年度値5 訪問型日本語教室利用者数 69 人

単年度値

8
中高年齢者就職相談窓口を利用し
た中高年齢者就職者数

174 人

単年度値7
県外４年制大学の島根県出身者の
県内就職率

27.90 ％

単年度値

10 年間Ｕターン者数 2,144 人

単年度値9
女性就職相談窓口を利用した女性
の就職者数

244 人

単年度値

12
関係人口マッチングサイトによる県
内地域へのマッチング件数

- 件

単年度値11 年間Ｉターン者数 1,464 人

累計値

14
地域の多様な主体が連携して流通・
活用した空き家数
　※R4から事業開始

0 軒

累計値13
しまね定住推進住宅整備支援事業に
より新築又は空き家改修した住宅へ
の入居者数

70 人

単年度値

199
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R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

60 60 60 60 60

44 40

80 80 80 80 80

83 83

15 15 15 15 15

11 13

210 210 210 210 210

159 185

410 420 430 440 450

362 350

95.0 95.0 95.0 95.0 95.0

92.9 92.8

24,664 29,182 33,700 34,000 34,000

20,842 25,950

14,900 26,500 37,500 47,900 58,300

17,343 27,868

44.0 51.0 59.0 67.0 69.0

50.2 55.4

32.0 43.0 59.0 72.0 74.0

37.3 42.2

55.0 60.0 63.0 68.0 70.0

60.8 64.3

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

110 90 70 60 50

89 78

13.0 14.0 18.0 18.0 18.0

19.9 20.8

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

96.0 97.0 97.0 97.0 98.0

97.0 97.1

77.0 78.0 79.0 79.0 80.0

78.7 78.9

40.5 45.0 45.0 45.0 45.0

26.6 33.7

12 15 17 19 19

7 10

③産業の振興

NO. 指標名
計画策定時
の実績値

目標達成状況 （上段は目標値、下段は実績値）

15 認定新規就農者数 39 人 単年度値

単位
計上
分類

16 林業新規就業者数 90 人 単年度値

単年度値

19 新規起業者数 443 事業所

18
企業立地による新規雇用者計画数
（中山間地域・離島）

59 人

17 沿岸自営漁業新規就業者数 8 人

単年度値

単年度値

21 観光入込客延べ数 21,318 千人

単年度値20
過去5年間に地域商業等支援事業
を活用した事業者の存続率

93.7 ％

単年度値

23 浜田港の港湾施設整備率 42.6 ％

累計値22
自然公園の利用者数
（当該年度12月末時点）

8,824 千人

累計値

25
物流拠点港・補完港の港湾施設整
備率

53.2 ％

累計値24 離島港湾の港湾施設整備率 22.2 ％

④地域における情報化

NO. 指標名
計画策定時
の実績値

目標達成状況 （上段は目標値、下段は実績値）

累計値

26
県内の携帯電話の不感地域内世帯
数

115 世帯 単年度値

単位
計上
分類

27
県への申請・届出等に係る電子申
請利用率

14.0 ％

⑤交通施設の整備、交通手段の確保

NO. 指標名
計画策定時
の実績値

目標達成状況 （上段は目標値、下段は実績値）

単年度値

28 骨格幹線道路の改良率 96.7 ％ 累計値

単位
計上
分類

29
幹線道路・生活関連道路（優先整備
区間）の改良率

77.9 ％ 累計値

31
地域の実情に応じた生活交通の確保
に向けた実行計画を策定する市町村
数

6 市町村

単年度値30 隠岐航路利用者数 24.1 万人

累計値
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R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

83.0 83.8 84.6 85.4 86.2

82.6 83.0

26.4 33.2 40.0 48.9 57.9

21.8 29.8

315,000 317,000 319,000 321,000 323,000

313,000 313,300

19,190 19,391 19,679 19,856 20,363

19,392 19,413

15,858 15,945 15,945 15,945 16,380

15,570 15,570

35,728 35,945 36,202 36,517 36,547

35,436 35,514

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

19 19 19 19 19

19 19

12 15 19 19 19

8 11

19 19 19 19 19

16 16

730,000 730,000 730,000 730,000 730,000

593,860 579,634

18.26 18.47 18.69 18.90 18.90

18.16 18.26

21.06 21.06 21.06 21.07 21.07

21.36 21.49

89.00 90.00 90.00 91.00 91.00

79.30 82.10

2,000 2,050 2,100 2,150 2,200

1,860 1,995

0 0 0 0 0

1 0

0 0 0 0 0

3 4

10,237 10,391 11,256 11,323 11,323

10,553 11,058

123 134 146 157 157

98 107

410 440 470 500 530

411 441

⑥生活環境の整備

NO. 指標名
計画策定時
の実績値

目標達成状況 （上段は目標値、下段は実績値）

32 汚水処理人口普及率 82.0 ％ 累計値

単位
計上
分類

33
緊急輸送道路の落石等通行危険箇
所整備率

12.5 ％ 累計値

35
土石流危険渓流に対し、土石流災
害防止対策を講じた箇所の保全さ
れる人口の累計

19,194 人

累計値34 洪水からの被害が軽減される人口 312,500 人

累計値

37
急傾斜地崩壊危険箇所に対し、が
け崩れ防止対策を講じた箇所の保
全される人口の累計

35,430 人

累計値36
地すべり危険箇所に対し、地すべり
災害防止対策を講じた箇所の保全
される人口の累計

15,570 人

⑦結婚・子育て環境の確保、高齢者等の保健、福祉の向上及び増進

NO. 指標名
計画策定時
の実績値

目標達成状況 （上段は目標値、下段は実績値）
単位

計上
分類

累計値

38
子育て世代包括支援センター設置
市町村数

19 市町村 累計値

40 産後のケア事業実施市町村数 15 市町村

累計値39
産前・産後訪問サポート事業実施市
町村数

6 市町村

累計値

42 65歳平均自立期間（男性） 18.00 年

単年度値41 乳幼児の医療費等助成件数 535,314 件

単年度値

44
県政世論調査で現在喜びや生きが
いを感じているものがあると回答し
た70歳以上の者の割合

84.00 ％

単年度値43 65歳平均自立期間（女性） 21.25 年

単年度値

46 保育所待機児童数(４月１日) 0 人

累計値45
結婚を希望する「はぴこ」の利用申
込者及び「しまコ」の会員の人数

1,904 人

単年度値

48
放課後児童クラブ受入れ可能児童
数

10,145 人

単年度値47 保育所待機児童数(10月１日) 7 人

単年度値

50 こっころカンパニー認定企業数 368 社

単年度値49 福祉施設からの一般就労者数 82 人

累計値
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R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

83.30 86.60 90.00 90.00 90.00

81.90 82.00

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

87.80 100.00 100.00 100.00 100.00

83.70 95.74

71.40 72.80 74.20 75.60 77.00

70.90 72.10

8 12 16 20 24

9 12

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

127 137 147 157 167

137 144

20 20 20 20 20

22 18

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

6,000 6,000 9,000 9,000 9,000

6,643 8,960

34,000 34,000 34,000 34,000 34,000

24,782 25,777

20,000 250,000 250,000 250,000 250,000

15,655 328,852

210,000 70,000 350,000 350,000 350,000

195,206 152,485

102,000 170,000 170,000 170,000 170,000

84,645 123,954

270,000 450,000 450,000 450,000 450,000

221,856 330,823

42.0 43.0 44.0 45.0 45.0

38.8 37.6

200,000 300,000 300,000 300,000 300,000

215,482 209,421

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

1,535 1,572 1,579 1,587 1,592

1,511 1,631

⑧医療の確保

NO. 指標名
計画策定時
の実績値

目標達成状況 （上段は目標値、下段は実績値）
単位

計上
分類

51
病院・公立診療所の医師の充足率
（医師多数区域を除く二次医療圏）

78.90 ％

⑨教育の振興

NO. 指標名
計画策定時
の実績値

目標達成状況 （上段は目標値、下段は実績値）

単年度値

52 校舎トイレの洋式化６割整備率 68.00 ％ 累計値

単位
計上
分類

54
子どもたちが様々な世代とつながり
ながら、主体的に地域活動を行う仕
組みをもった団体の数【再掲】

4 団体

単年度値53
将来、自分の住んでいる地域のた
めに役立ちたいという気持ちがある
と回答した生徒の割合

69.30 ％

⑩集落の維持、活性化

NO. 指標名
計画策定時
の実績値

目標達成状況 （上段は目標値、下段は実績値）

累計値

55
生活機能の維持・確保のための実
践活動に取り組んでいる公民館エリ
ア数

118 エリア 累計値

単位
計上
分類

56
スモール・ビジネスの事業を開始す
る事業者数

0 事業者

⑪地域文化・スポーツの振興等

NO. 指標名
計画策定時
の実績値

目標達成状況 （上段は目標値、下段は実績値）

単年度値

57
島根の歴史・文化に関する講座・シ
ンポジウム等参加人数

5,800 人 単年度値

単位
計上
分類

58 県民文化祭参加者数 17,840 人 単年度値

60 芸術文化ｾﾝﾀｰ入館者数 155,515 人

単年度値59 県立美術館入館者数 103,564 人

単年度値

62 県民会館入館者数 174,425 人

単年度値61 県民会館大･中ﾎｰﾙ利用者数 34,542 人

単年度値

64 県立体育施設を利用した利用者数 172,768 人

単年度値63
スポーツに取り組んでいる人の割合
（当該年度8月時点）

38.0 ％

⑫再生可能エネルギーの導入促進

NO. 指標名
計画策定時
の実績値

目標達成状況 （上段は目標値、下段は実績値）

単年度値

65 県内の再生可能エネルギー発電量 1,393 百万kWh 単年度値

単位
計上
分類
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0 (0)

6 (6)

4 (5)

2 (2)

2 (2)

1 (1)

5 (5)

0 (0)

1 (1)

1 (2)

3 (2)

1 (0)

- -

- -

26 (26)

（）は令和３年度の達成数 40.0%

④地域における情報化 2

⑤交通施設の整備、交通手段の確保 4

⑥生活環境の整備 6

①持続的発展の基本方針 1

②人材の育成、移住・定住、地域間交流の促進 13

③産業の振興 11

（４）目標値に対する達成状況

項目 目標数 目標達成数

⑬その他地域の持続的発展に関し必要な事項 -

⑭過疎地域市町村相互間の連絡調整、人的及び技術的援助
　その他必要な援助

-

合計 65

⑩集落の維持、活性化 2

⑪地域文化・スポーツの振興等 8

⑫再生可能エネルギーの導入促進 1

⑦結婚・子育て環境の確保、高齢者等の保健、福祉の向上及び
　増進

13

⑧医療の確保 1

⑨教育の振興 3

達成率

10



 

 

 

 

島根県特定有人国境離島地域の地域社会の 

維持に関する計画の進捗状況について 

 
 

１．概要 

平成２９年４月１日より施行された有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域 

に係る地域社会の維持に関する特別措置法第１０条の規定により、国の定める基本方針に 

基づき、島根県特定有人国境離島地域の地域社会の維持に関する計画（以下「県計画」） 

を定めている。 

 

２．県計画の内容等 

（１）期間 

・前期計画：平成２９年度 ～ 令和３年度（５年間） 

・後期計画：令和４年度 ～ 令和８年度（５年間） 

 

（２）重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

次の項目ごとに、合計11の目標を設定。 

①人口流出抑制・人口流入施策の効果に関する指標 

②農林水産品等の生産・販路拡大施策の効果に関する指標 

③農林水産業の担い手確保施策の効果に関する指標 

④創業・事業拡大促進施策の効果に関する指標 

⑤滞在型観光促進施策の効果に関する指標 

⑥人の往来、交流拡大施策の効果に関する指標 

 

令 和 ５ 年 １ ０ 月 ３ 日 

中山間地域・離島振興特別委員会資料 

地域振興部中山間地域・離島振興課 
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（３）各項目における目標達成の状況

①人口流出抑制・人口流入施策の効果に関する指標

後期計画

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

▲ 67 ▲ 59 ▲ 52 ▲ 44 ▲ 37 ▲ 35

25 ▲ 17 ▲ 9 ▲ 122 ▲ 12 19

②農林水産品等の生産・販路拡大施策の効果に関する指標

後期計画

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

10,514 10,638 10,770 10,888 11,012 8,708

10,010 10,035 9,308 8,410 8,510 9,601

1,157 1,181 1,212 1,231 1,255 1,265

1,186 1,267 1,259 1,235 1,297 1,150

334 347 358 365 373 374

376 419 306 284 378 360

9,023 9,110 9,200 9,292 9,384 7,069

8,448 8,349 7,743 6,891 6,835 8,091

③農林水産業の担い手確保施策の効果に関する指標

後期計画

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

25 26 25 25 25 14

34 35 24 37 38 8

5 5 5 5 5 3

3 6 5 10 10 2

5 5 5 5 5 6

10 11 5 9 11 2

15 16 15 15 15 5

21 18 14 18 17 4

- - - - - 48

- - - - - 49

- - - - - 661

- - - - - 666

農林水産業新規就業者
数

　　　林業 6

　　　水産業 15

NO. 指標名
計画策定時
の実績値 単位

目標達成状況（上段は目標値、下段は実績値）

前期計画

3

22

人

　　　農業 1

NO. 指標名
計画策定時
の実績値 単位

目標達成状況（上段は目標値、下段は実績値）

1
住民基本台帳に基づく社
会増減（暦年）

▲ 74 人

NO. 指標名
計画策定時
の実績値 単位

目標達成状況（上段は目標値、下段は実績値）

2

主要農林水産物の販売
額

9,660

前期計画

前期計画

百万円

　　　　農業 1,123

　　　　林業 311

　　　　水産業 8,226

集落

ha
【後期新設】
中山間地域等直接支払
制度の取組面積

-5

4
【後期新設】
漁業者数５人以上の沿岸
漁業集落数

-

内

訳

【単年度値】

【単年度値】

【単年度値】

内

訳

【単年度値】

【単年度値】
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④創業・事業拡大促進施策の効果に関する指標

後期計画

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

201 202 203 204 205 206

190 155 158 178 180 177

- - - - - 160

- - - - - 147

⑤滞在型観光促進施策の効果に関する指標

後期計画

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

111 114 117 119 122 104

104 102 97 63 61 87

134 137 140 143 146 147

125 124 123 66 72 96

⑥人の往来、交流拡大施策の効果に関する指標

後期計画

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

221.2 221.2 221.2 221.2 221.2 210.4

209.8 210.4 205.9 130.3 148.1 173.2

7.5 7.5 7.5 7.5 7.5 13.0

10.3 10.6 12.2 8.2 9.8 12.7

（４）目標値に対する達成状況（令和４年度）

　①人口流出抑制・人口流入施策の効果に関する指標 1 （1） 1 （1）

1 （1） 1 （0）

　③農林水産業の担い手確保施策の効果に関する指標 3 （1） 2 （1）

　④創業・事業拡大促進施策の効果に関する指標 2 （1） 0 （0）

　⑤滞在型観光促進施策の効果に関する指標 2 （2） 0 （0）

　⑥人の往来、交流拡大施策の効果に関する指標 2 （2） 0 （1）

11 （8） 4 （3） 【36.4%】

離島住民等の航路輸送
旅客数

219.0 千人

項目 目標数 目標達成数

　②農林水産品等の生産・販路拡大施策の効果に関する指標

（　）は、令和3年度の数値

推定入島客数 123 千人

NO. 指標名
計画策定時
の実績値 単位

目標達成状況（上段は目標値、下段は実績値）

11
離島住民等の航空路輸
送旅客数

6.6 千人

千人泊

6
新規雇用者数（公共職業
安定所就職件数）

190 人

NO. 指標名
計画策定時
の実績値 単位

目標達成状況（上段は目標値、下段は実績値）

8 宿泊客延べ数（暦年） 109

前期計画

前期計画

前期計画

7

【後期新設】
雇用機会拡充事業を活
用した事業者の各年度末
の実雇用者数（Ｈ２９以
降）

0 人

NO. 指標名
計画策定時
の実績値 単位

目標達成状況（上段は目標値、下段は実績値）

合計【令和４年度達成率】

10

9

【単年度値】

【単年度値】

【単年度値】

【単年度値】

【単年度値】

【当該年度3月末時点】
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【参考】後期計画の目標値

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

1 人 ▲ 35 ▲ 31 ▲ 26 ▲ 22 ▲ 18

2 百万円 8,708 8,886 9,115 9,301 9,452

　農業   1,265 1,328 1,429 1,520 1,574

　林業   374 400 414 426 440

　水産業 7,069 7,158 7,272 7,355 7,438

3 人 14 15 15 15 15

　農業   3 4 4 3 3

　林業   6 6 6 7 7

　水産業 5 5 5 5 5

4 集落 48 48 48 48 48

5 ha 661 661 661 661 661

6 人 206 207 208 209 210

7 人 160 190 220 250 280

8 宿泊客延べ数（暦年） 千人泊 104 104 105 105 106

9 推定入島客数 千人 147 147 148 149 150

10 離島住民等の航路輸送旅客数 千人 210.4 210.4 210.4 210.4 210.4

11 離島住民等の航空路輸送旅客数 千人 13.0 13.0 13.0 13.0 13.0

雇用機会拡充事業を活用した事業者
の各年度末の実雇用者数（H29以降）

漁業者数５人以上の沿岸漁業集落数

中山間地域等直接支払制度の
取組面積

新規雇用者数（公共職業安定所就職件数）

指標名

農林水産業新規就業者数

住民基本台帳に基づく社会増減（暦年）

主要農林水産物の販売額

単位

内

訳

内

訳
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隠岐航路の維持に向けた取組状況について 

 

１．隠岐航路の状況について 

（１）就航船舶 

・現在、隠岐汽船（株）が運航するフェリー３隻と超高速船が就航している。 

就航船 就航年月 経過年数 所有者 指定管理 

 

フェリー 

しらしま H７.３ 29 年 隠岐汽船 － 

くにが H11.４ 25 年 〃 － 

おき H16.４ 20 年 隠岐広域連合 R２.４～R６.３ 

超高速船 レインボージェット H26.３ 33 年 〃 〃 

 

（２）利用状況  

                                 （単位：人） 

 H30 R 元 R２ R３ R４ 

フェリー 312,374 303,312 175,886 188,947 239,888 

超高速船 114,715 115,863 66,040 77,221 96,911 

計 427,089 419,175 241,926 266,168 336,799 

 

２．フェリー「おき」及び超高速船「レインボージェット」に関する次期指定管理の方

針について 

（１）現在の指定管理の状況 

・対象施設：フェリー「おき」、超高速船「レインボージェット」 

・指定管理期間：令和２年４月１日～６年３月 31 日（４年間） 

・指定管理者：隠岐汽船 

 

（２）指定管理者評価委員会の評価 

 ・隠岐広域連合の指定管理者評価委員会（委員長：飯野公央島根大学法文学部法経学

科教授。以下「評価委員会」）を８月９日に開催し、指定管理状況を以下のとおり

評価 

  〔総合評価〕 

・概ね協定書等の内容どおりの適正な管理が行われた 

〔個別評価〕 

   ・新型コロナウイルス感染拡大等の影響がある中、関係機関と連携を図りながら、

おき得乗船券の商品造成、ＰＲの実施など利用促進の取組を実施している 

 

（３）次期指定管理者選定の方針 

・（２）の評価結果等を踏まえ、隠岐広域連合で以下の方針を決定 

①次期指定管理期間：令和６年４月１日～10 年３月 31 日（４年間） 

 

令 和 ５ 年 1 0 月 ３ 日 

中山間地域・離島振興特別委員会資料 

地 域 振 興 部 交 通 対 策 課 

15



②指定手続き：非公募 

〔非公募とする主な理由〕 

 ・新型コロナの影響による利用者減少や燃料価格高騰の中でも、隠岐航路を安定

的に維持運営し、評価委員会の評価も概ね良好であったこと 

 ・クレジットカード決済やインターネット予約の導入に加えて、令和２年度にキ

ッズスペースが船内に整備されたほか、窓口等のＩＣＴ利活用（システム化）

に向けて、隠岐汽船と隠岐広域連合による検討体制が構築されるなど、更なる

利便性の向上に向けた取組がなされていること 

③次期指定管理の指定条件 

 ・利便性向上と利用者増に向けた取組を強力に促すため、以下の条件を記載 

   〔内容〕 

    ・窓口等のＩＣＴ利活用（システム化）について、指定管理期間内における導

入を進めること 

・地域住民の利用はもとより、インバウンドを含む観光客の更なる誘客に積極

的に取り組み、収益の向上に努めること 

④指定管理納付金 

   ・フェリー「おき」について、毎年度 1,000 万円の定額納付金を徴収。但し、隠岐

汽船の当期純損益が赤字になる年度は徴収しない（現在の指定管理期間と同じ） 

   〔実績〕R２年度及び４年度に定額納付金 1,000 万円を隠岐広域連合に納付 

 

（４）今後のスケジュール 

  令和５年 10 月 事業計画書の受付 

12 月 隠岐広域連合臨時議会（指定管理者指定議案上程） 

  令和６年 ３月 指定管理基本協定締結 

       ４月 指定管理業務開始 

 

３．フェリー「しらしま」の後継船建造に向けた取組状況について 

（１）後継船の建造方針 ※令和５年３月１日中山間地域・離島振興特別委員会説明 

 ①後継船の建造主体及び財源 

・後継船の建造主体は隠岐広域連合とし、建造財源は、隠岐４町村が全額を過疎対

策事業債により調達する。 

②船舶の運航 

・隠岐広域連合から隠岐汽船に指定管理を行い、毎年度、定額納付金を徴収する。 

フェリー建造費を 

45 億円と想定した場合 

・元利償還額の実負担 30％：14.6 億円 

・定額納付金額：14.6 億円÷30年≒49 百万円/年 

 ③県の財政支援 

・県は、後継船の建造に要する財源として、隠岐４町村が借り入れる過疎対策事業

債の元利償還金（実負担の 30％）に対し２/３を助成する。 
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（２）建造に向けた取組状況 

 ①船舶の建造費 

 ・隠岐広域連合が建造に向けた予備調査を行ったところ、鋼材費等が高騰した影響に

より、見積額が想定より高くなっている状況 

  〔建造見込額 45 億円 → 60 億円〕 

 ②船舶の仕様 

・後継船の仕様について、船舶建造に関する専門的知見やノウハウを活用しながら、

できる限り利用者のニーズに沿った仕様としていくため、既設の協議会の枠組み

を活用し、検討体制を構築 

〔隠岐航路振興協議会〕 

現行委員：隠岐４町村、県、隠岐４町村議会、県議会（隠岐選出議員）、 

隠岐汽船、隠岐ジオパーク推進機構、隠岐広域連合 

    追加委員：鉄道建設・運輸施設整備支援機構、（一財）日本造船技術センター、 

中国運輸局、医療・福祉・商工分野の関係者 

 

（３）今後のスケジュール 

 令和５年 10 月  基本仕様の検討開始 

 令和５年度   基本仕様の決定 

         債務負担行為（令和７年～20年度）の設定（令和６年当初予算） 

 令和６年度上期 造船所の選定、発注 

       下期 起工 

  令和８年度中  就航 
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